様式1
事業可能性評価申込書

申請年月日　平成　　年　　月　　日

	申請企業名

又は個人名
	
	代表者名
	

	連絡先住所
	〒

	TEL
	
	FAX
	

	登記先住所
	〒

	連絡担当者
	

	連絡先E-mail
	
	URL
	


	
	新規創業
	
	
	新分野進出
	（どちらかに○）


１．申請事業テーマ（30字以内）
	テーマ
	
	


２．企業概要

	設立(予定含)
	    年  　月
	業種
	
	資本金
	千円

	販売品目
	

	主要販売先
	

	役員数
	
	従業員数
	
	パート/アルバイト数
	

	特許･商標等（出願中含む）（どちらかに○）
	無
	
	有
	
	番号
	


３．代表者略歴
	略歴
	    年  月：
    年  月：

    年  月：

    年  月：


４．これまでの公社利用事業（利用したことのある事業すべてに○）
	
	ワンストップ総合相談
	
	専門家派遣
	
	経営革新計画
	
	助成事業

	
	TOKYO創業ステーション
	
	事業化ﾁｬﾚﾝｼﾞ道場
	
	新サービス創出スクール
	
	知的財産支援

	
	ニューマーケット開拓支援
	
	海外販路開拓
	
	研修・セミナー
	
	利用なし

	
	その他
	


５．申込の契機・目的（該当するものすべてに○）

	契機
	
	パンフレット
	
	公社HP
	
	金融機関の紹介
	
	知人の紹介
	
	その他
	

	目的
	
	評価を受ける
	
	事業PR
	
	金融相談
	
	販路開拓相談
	
	その他
	


６．申請事業の概要（各項目欄は適宜、拡大（縮小）して記載）
	① 事業目標　　　例：何を実現して､どんな事業分野で､どんな企業を目指すのかを記載

	

	② 事業化の背景･動機　　　例．解決すべき課題､想定しているビジネスチャンスなどを記載

	

	③ 事業の内容　　　例．顧客に提供する商品･サービスについて記載

	

	④ 強み　　　　　　例．競合他社と差別化できる自社の優位性（技術・ノウハウ等）を記載

	

	⑤ 対象市場と販売方法　　　例．ニーズに合致する顧客としてどのような企業（業種）や個人を想定し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　 どう販売するのか（直接販売､販売店経由の間接販売､ネット販売､他）を記載

	

	⑥ 市場開拓の状況　　　例．これまでに市場開拓活動を実施していれば、その状況を記載

	

	⑦ 事業スキーム　　　例．当社の役割と提携企業（開発､製造､販売､運用､保守､他）の役割を記載

	

	⑧ 資金調達　　　例．事業化にあたって必要な資金額､時期､調達方法（自己資金､融資､投資､他）を記載

	

	⑨ 特記事項　　　例．上記以外に事業化に向けて説明すべき項目があれば記載

	


７．スケジュール（事業化時期､ならびに事業化に向けて推進すべき主要項目とその着手時期△、完成時期〇を記載）

	事業化予定
	 　　　 年 　月


	
	年
	年
	年

	
	1-3月
	4-6月
	7-9月
	10-12月
	1-3月
	4-6月
	7-9月
	10-12月
	1-3月
	4-6月
	7-9月
	10-12月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（例）×××開発
	
	△
	
	
	〇
	
	
	
	
	
	
	


８．売上・利益計画（単位：千円）（今後3年間の売上・営業利益計画を記載）
	
	年　月期
	　年　月期
	年　月期
	備考

	売上数（個）、利用者（人）等
	
	
	
	

	売上単価、利用料単価 等
	
	
	
	

	売上
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	


９．解決すべき課題　（今後､事業を行っていく上での課題を記載）
	課題
	


10．過去3年間の決算内容（単位：千円）(未創業者は記載不要）
	損益計算書
	年

月期
	年

月期
	年

月期
	
	貸借対照表
	年

月期
	年

月期
	年

月期

	売上高
	
	
	
	
	資産
	流動資産
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	固定資産
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	負債
	流動負債
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	固定負債
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	
	純資産
	
	
	

	
	
	
	
	
	資産合計
	
	
	

	

	支払利息
	
	
	
	
	現預金残高
	
	
	

	繰越利益剰余金
	
	
	
	
	借入金残高
	
	
	


※事業可能性評価委員会にかけることになりましたら、決算報告書をご提出いただきます。
11．申込要件の確認（申込要件を満たしているかご確認ください。満たす場合は○、満たさない場合は×を記載）
	項目
	確認

	1
	東京都内で新たな事業展開をめざす都内中小企業又は創業者である。
	

	2
	以下のいずれかに該当する会社又は個人事業主、創業予定者である。

　□製造業・その他※：資本金３億円以下又は従業員３００人以下

　　　　　　　　　　（※）ソフトウェア業、情報処理サービス業も含む

　□卸売業：資本金１億円以下又は従業員１００人以下

　□サービス業：資本金５千万円以下又は従業員１００人以下

　□小売業：資本金５千万円以下又は従業員５０人以下
	

	3
	「みなし大企業」に該当しない。
	

	
	「みなし大企業」とは次のいずれかに該当する場合をいいます。

①大企業が単独で発行済み株式総数又は出資総額の１/２以上を所有又は出資している場合

②複数の大企業が発行済み株式総数又は出資総額の２/３以上を所有又は出資している場合

③役員の半数以上を大企業の役員又は職員が兼務している場合
	

	4
	過去5年以内に刑事法令による罰則の適用を受けていない。
	

	5
	申込事業が、個人又は自社にとって新たな取組であり、その取組みが市場において相当程度普及していない。
	


【申込者情報のお取扱いについて】

・利用目的

１．当該事業の運営管理・統計分析のために使用します。

２．各種事業案内や調査依頼を行う場合があります。

※上記２を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

・第三者への提供

原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。

目的：各種事業案内、調査依頼

項目：氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容

手段：電子データ、プリントアウトした用紙

※希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

・個人情報

「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しています。
当要綱は、公社HP（http://www.tokyo-kosha.or.jp）から閲覧及びダウンロードすることが
できますので併せてご参照ください。
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